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　教育学部が国際化に向けて本格的に取り組み始めたのは、2013年度からである。教育学部の国際交
流委員会も、ほぼ10年ぶりに設置された。ここでは、この５年間の国際化と今後の課題について記述
する。
　教育学部の国際化として、最初に取り組んだ案件は、社会情報学部と共同のグローバルフロンテア
リーダー（GFL）コースの設置であった。先行の医理工GFLコースが手本となったが、内向きな教
育学部の学生に対し、グローバルな視点を育成する魅力的なプログラムを目指し、その策定に２年の
時間を要した。教育・社情GFLコースは、2015年度からスタートした。
　2013年の時点で、教育学部が、中心となり大学間協定を結んでいた大学は、サンディエゴ州立大
学、台北教育大学、インドネシア教育大学の３校であった。一方、この５年間に新たな学部間協定
を、2015年にミズーリ州立大学、リトアニア教育大学、モアヘッド州立大学、2016年に大邱大学、
2017年にハノイ教育大学、浙江工業大学、計６校と締結した。またフィレンツェ大学、釜山大学との
協定を、それぞれ2015、2016年に大学間協定として更新した。これらの協定校を中心に教育学部独自
の活発な国際交流を進めている。
　交換留学に関しては、教育学部、教育学研究科の特長として、長期留学を行う学生が他学部、他研
究科に比して多いことがあげられる。この５年間の群馬大学全学の長期留学生は33名であったが、半
数を超える17名が教育学部及び教育学研究科の学生であった。
　短期留学としても、教育学部独自のプログラムに多くの学生が参加している。協定校である台北教
育大学、インドネシア教育大学、釜山大学、ハノイ教育大学での研修と共に附属校や現地日本人学校
でインターンシップを行なっている。2014年に開始したバンドンと台北における在外日本人学校での
インターンシップは全国教育系大学の嚆矢となり、さらに釜山、ハノイの日本人学校の協力を得て継
続している。このインターンシップは他大学からも注目を集めており、文部科学省からも日本人学校
での教育実習の単位化に向けての参考事例として、照会があった。今後もこの日本人学校におけるイ
ンターンシップを、教育学部の特長ある海外実践として継続する計画である。
　さらに、2020年度から小学校において英語が教科化されることを受けて、教育学部では基礎英語力
を備えた学生の育成のため、教育に根ざした独自の海外語学研修プログラムを行っている。
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　卒業生に目を転じると、群馬県内の公立学校教員を高い比率で群馬大学が輩出していることがわか
る。県内の急速な国際化の指標として、次の群馬県の外国人登録者数には驚かされる。県内の学校教
育に責任を有する群馬大学は、この数値を真摯に受け止める必要があろう。
　2010年において外国人登録者数の人口比率は47都道府県の中では６番目に多く、2016年には東京
都、愛知県に次いで全国で３番目に高い比率で外国人が登録されている。
　次は2010年および2016年末の都道府県別在留外国人比率である。（参考：法務省資料）
2010年 １位　東京都　2.423％ ２位　愛知県　2.162％ ３位　大阪府　1.856％
４位　岐阜県　1.772％ ５位　三重県　1.770％ ６位　群馬県　1.766％
2016年 １位　東京都　3.673％ ２位　愛知県　2.989％ ３位　群馬県　2.553％
　2010年の群馬県内在留外国人の人口を1990年と比べると20年間で10倍になっている。また、2016年のデー
タは2010年に全国１位であった東京都の外国人登録者数の比率を群馬県が超えていることを示している。さ
らに、ここ数年の群馬県内在留外国人人口の増加率は極めて高く、2015年は、前年比5.9％の増加、2016年は、
前年比8.3％の増加であり、今後この傾向は続くと予想される。
　これらの数値から、群馬県が、外国籍児童生徒数の割合が日本国内で最も多い都道府県に属してい
ることがわかる。特に群馬県の東毛から中毛にかけて、小中学校の各学級に少なくとも１～２名の外
国籍児童生徒がいることも日常化している。２割を超える学級もあると聞く。群馬大学教育学部、教
育学研究科において、多文化共生教育やグローバル化教育を進める上で、より多くの留学生を受け入
れ、また留学に送り出すことは、結果的に地域からの強い要請に応えることになる。実際、国外での
教員免許を有する人材（留学生）を、実習等で受け入れたいという現場の声も聞く。教育学部では現
在、大学院改革が進んでいる。高い専門性を持って多文化共生教育を実践し、国内外の教育界で活躍
できる人材を学部レベルのみならず大学院レベルで育成する方策など、検討すべき課題は多い。
ミズーリ州立大学における海外語学研修インドネシア教育大学附属小学校における研修
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